
秋田県の下水道事業について

～広域化・共同化、公民連携の取組～
（八橋下水道終末処理場）Ｔ

秋田市八橋処理区の統合
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１　秋田県の下水道事業

2

○課題

・人の課題（市町村職員数が10年間で約3割減）

・モノの課題（今後、既存施設の改築・更新が増加）

・カネの課題（人口減による使用料収入の減収）

・脱炭素社会への貢献（資源の有効利用）

●取組内容

・広域化・共同化の推進
（施設の統廃合、広域汚泥処理）

・市町村との協働
（包括的民間委託、広域補完組織の設立）

・脱炭素化の推進（下水道資源の有効活用）
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○汚水処理人口普及率(R4末）

８９．２％
(全国：９２.９％)

【内訳】  (全国)
・公共下水道 68.4%（81.0%）
・集落排水等  9.2% ( 2.4%)
・合併浄化槽 11.6% ( 9.4%)
・コミプラ　  0.0% ( 0.1%)

事業名 実施状況

流域下水道 ２流域 ５処理区

公共下水道 ２４市町村

集落排水等 ２２市町村

合併浄化槽 ２４市町村 

○面積　11,638km2　(全国6位)

○人口　 919 千人　(R5.4.1現在)　　前年比 ▲16千人減

○市町村数　25市町村
・平成の大合併により69市町村から64%減少

　　流域下水道処理場T

【凡例】



２　広域化等の推進体制
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秋田県・市町村協働政策会議
(平成21年度設置)

○ 県及び市町村の協働、対等な立場で合意形成
○ 住民サービス向上、地域の自立・活性化等政策提案)

□ 生活排水処理に関する県と市町村との協働事業の計画立案
□ 事業の円滑な推進を図るための連絡調整

秋田県生活排水処理事業連絡協議会
(平成2２年４月設置）【任意設置】

下水道法に基づいた法定協議会
(令和元年５月設置）

▼ 知事、市町村長、管理者を構成員とし、迅速に意思決定
▼ 課題抽出と対応策の検討のため、幹事会・部会を設置

管路包括
管理

事務処理
共同化

県南地区
広域汚泥
資源化

下水道ＢＣＰ
（業務継続計画）

補完体制
構築

第１段階
（R元～）

・県＋臨海処理区
市町村業務の包
括化

・秋田市各業務の
包括化

・法適化に向けた
業務の共同発注
（県、３市町）

・スキーム検討

・県、関係市町村
間の合意形成

・計画策定に向け
た勉強会、情報
共有（全自治体
が作成）

・体制強化に向け
たスキーム検討

・合意形成、設立
準備

完 完 完 完完(事業中)

５つの特定課題について継続的に協議



３　広域化・共同化の推進
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①生活排水処理施設の統廃合

県：秋田臨海処理センター

秋田市：八橋下水道終末処理場
(現在は中継ﾎﾟﾝﾌﾟ場)

・令和２年８月統合完了、
供用開始

接続

【事例】県流域下水道と秋田市公共下水道の統合

・公共下水道、農業集落排水施設を流域下水道等に接続

・し尿処理施設を流域下水道に接続

H27
（現状）

Ｒ４
（実績）

Ｒ１７
（目標年度）

２４３箇所 ２１３箇所 １４０箇所

県内の処理場数※（県構想：H28～R17）
※県管理、市町村管理の合計



３　広域化・共同化の推進
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②下水汚泥の広域資源化事業（県北地区、県南地区）
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現行更新 集約整備

施設更新費＋処分費(20年)

約40億円
縮減

施設更新費＋処分費(20年)

0
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100

現行更新 集約整備

約26億円
縮減

令和５年１月　事業者決定
令和７年度　供用開始予定

肥料化（コンポスト）

県北地区 県南地区

汚泥資源化
施設
(横手処理
センター内)

令和２年４月供用開始

３市３町１組合
の汚泥を集約

処理

４市２町の汚泥
を集約処理

・汚泥処理の広域化・共同化による汚泥処理コストの縮減を図り、効率的で持続可能な事業運営を推進

・県北部の汚泥は土壌改良材料として活用、県南部の汚泥はコンポスト化し肥料利用を拡大

○事業方式
・ＤＢＯ方式

○事業期間
・設計施工：Ｈ29～Ｒ1
・管理運営：Ｒ2 ～Ｒ21

○事業費
・設計施工費：約35億円
・管理運営費：約40億円

○事業方式
・ＤＢＯ方式

○事業期間
・設計施工：Ｒ4 ～Ｒ6
・管理運営：Ｒ7 ～Ｒ26

○事業費
・設計施工費：約17億円
・管理運営費：約23億円



４　市町村との協働
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発注

発注

発注

直営対応等

発注

直営対応等

点　　　検

保　　　守

災害緊急対応

通報対応

共同

発注

発注

エリア内の管路

幹線・枝線を

一括で管理

［対象］
管路　約９００ｋｍ
［期間］
Ｒ４～Ｒ６

保　　　守
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緊急修繕

発注

従　来 R4～

点検業務

保守業務

緊急修繕

①管路施設の包括的民間委託

・県、市町村の管路施設点検業務において、事務の効率化を図るため、県が一括発注を実施

・複数年契約により、事務の簡素化と維持管理事業者の計画的な人員・機材の確保が可能

【下水道関係職員数】
県：３０（技２４）
男鹿市：４（技３）、潟上市：５（技０）、三種町：４（技０）
五城目町：２（技０）、八郎潟町：１（技０）
井川町：１（技０）、大潟村：０．５（技０）

県 +
 

７
市
町
村
（
臨
海
処
理
区
）

○　内容や期間の拡充を検討中
○　他地域への水平展開の可能性についても調査中



４　市町村との協働
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②広域補完組織の設立

R5.3.24　連携協約を締結
　 ・県と全市町村が連携方針に合意

・県、市町村の事業に係る事務を補完する官民出資会社を設立し、効率的・効果的な事業マネジメントを実現

・県、市町村とパートナー事業者が職員・社員を派遣することで、多様なニーズに対応できる体制を構築

広域補完組織のスキーム

R5.９．１１　パートナ事業者の決定
 　・県外＋県内企業がタッグを組んで参画

R5.11　会社設立

R６.４　本格運営開始予定

R5.10.20　株主間協定の締結



５　脱炭素化の推進
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●秋田臨海処理センターエネルギー供給拠点化事業　 [環境省脱炭素先行地域：第１回選定事業]

・ 設計施工期間  ： 令和6年度～令和8年度　
・ 管理運営期間　： 令和9年度～令和２８年度（２０年間）

・ 設計施工費 ： 約６４億円（環境省再エネ交付金を活用）
・ 維持管理費 ： 約６８億円（２０年間）

○事業方式

○事業期間

○事業費等

４

自営線

・ DBO方式

・消化ガス発電などの再エネ設備導入により、処理場のエネルギー自立化と公共施設等の脱炭素化を推進

・再エネ電力の供給により電力由来のCO2排出量をゼロとし、公共施設のCO2排出量を約１万ｔ/年削減




